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（１）第１２７号議案、第１２８号議案及び第１２９号議案については、可決すべきものと、

いずれも全会一致をもって決定した。

継続請願３１については、継続審査とすることを、賛成多数をもって決定した。

陳情２１について、質疑を行った。（２）

（３）大分県病院事業中期事業計画（第４期）について、大分県障がい者計画について、大分

県再犯防止推進計画について、大分県地震・津波対策アクションプランについて及び平成

３１年度当初予算要求状況についてなど、執行部から報告を受けた。

（４）閉会中の継続調査について、所定の手続を取ることとした。

９ その他必要な事項

な し

１０ 担当書記

議事課議事調整班 副主幹 長尾真也

政策調査課調査広報班 主事 佐藤和哉



福祉保健生活環境委員会次第

日時：平成３０年１２月７日（金）１３：３０～

場所：第３委員会室

１ 開 会

２ 病院局関係 １３：３０～１３：５０

（１）諸般の報告

①大分県病院事業中期事業計画（第４期）について

②県立病院精神医療センター（仮称）の工事請負契約の締結について

（２）その他

３ 福祉保健部関係 １３：５０～１４：２０

（１）付託案件の審査

第１２７号議案 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正に

ついて

（２）付託外案件の審査

陳 情 ２１ 国に対して病院船の保有を求める意見書の提出について

（３）諸般の報告

①大分県障がい者計画について

②平成３１年度当初予算要求状況について

（４）その他

４ 生活環境部関係 １４：２０～１５：４０

付託案件の審査（１）

第１２８号議案 公の施設の指定管理者の指定について

第１２９号議案 青少年の健全な育成に関する条例の一部改正について

継続請願 ３１ 日出生台演習場でのオスプレイを伴う日米共同訓練を行わないよう

に求める意見書の提出について

（２）諸般の報告

①大分県再犯防止推進計画について

②大分県水道ビジョンについて

③平成３０年度人権に関する県民意識調査結果について

④地震津波被害想定調査中間報告について

⑤大分県地震・津波防災アクションプランについて

⑥新大分県消防広域化推進計画（仮称）について

⑦平成３１年度当初予算要求状況について

（３）その他



５ 協議事項 １５：４０～１５：４５

（１）閉会中の継続調査について

（２）その他

６ 閉 会
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別 紙

会議の概要及び結果

ただいまから、福祉保健生活環境衛藤委員長

委員会を開きます。

また、本日は、委員外議員として土居議員、

小嶋議員、平岩議員、堤議員に出席いただいて

おります。

ここで、委員外議員の皆さまに申し上げます。

発言を希望される場合は、各説明事項及び諸報

告の区切りごとに、委員の質疑終了後、挙手を

し、私から指名を受けた後、御発言願います。

進行状況を勘案しながら議事を進めてまいりま

すので、あらかじめ御了解願います。

本日審査いただく案件は、前回からの継続請

願１件、今回付託を受けました議案３件、陳情

１件であります。

この際、案件全部を一括議題とし、これより

病院局関係の審査を行います。

執行部より、報告をしたい旨の申出がありま

したので、これを許します。

まず、次第の①の報告をお願いします。

病院局の事業につきましては、田代病院局長

衛藤委員長をはじめ委員の皆さま方には、日頃

より御指導、御支援を賜り、誠にありがとうご

ざいます。

さて、病院局では今年度、これまでの取組を

検証し、平成３１年度以降の第四期の中期事業

計画を策定することとしています。今年度前半

より、各診療科、各部門の責任者に対して計画

の実施状況と次期計画への展望を聴取してまい

りました。現在、事務局で次期計画の取りまと

め作業を行っております。今回は、途中経過で

すが、その方向性と内容を御報告申し上げたい

と思います。

それでは、説明につきましては、次長から行

います。どうぞよろしくお願いします。

大分県病廣瀬病院局次長兼県立病院事務局長

院事業中期事業計画（第四期）の素案の概要に

ついて御説明します。福祉保健生活環境委員会

資料の１ページをお開きください。

まず、資料上段ですが、病院事業は平成１８

年４月から、地方公営企業法の全部適用への移

行を契機として、第一期から第三期の中期事業

計画を策定し、様々な改革に取り組んできまし

た。

今年度が第三期中期事業計画の計画期間の最

終年度になりますので、これまでの取組を総括

しますと、県立病院は、高度・専門医療、政策

医療の充実により、県民医療の基幹病院として

の役割を果たしてきました。

経営的にも、資料右側のグラフの１収益的収

支にあるように、平成１９年度には単年度収支

が黒字化を達成し、その右のグラフの２当年度

未処分利益剰余金にあるように、累積欠損金も

平成２７年度に解消し、以後黒字を継続してき

たところです。

次に、これまでの取組を（１）医療機能、

（２）環境整備、（３）経営の三つに分けて説

明します。

（１）医療機能では、昭和４７年のがんセン

ター開設以降、総合周産期母子医療センター、

救命救急センター、循環器センターと診療機能

の集積化を図ってきました。また、地域がん診

療連携拠点病院や地域医療支援病院、第一種感

染症指定医療機関の指定など地域の基幹病院と

して各種の指定を受けるとともに、第三期計画

期間中には、患者の退院後の支援の充実を図る

ため、診療支援センター、入退院支援センター

を開設し診療機能の充実が図られたところです。

（２）環境整備としては、７対１看護体制、

３０対１医師事務作業補助体制による人員体制

の構築や大規模改修工事の実施、電子カルテの

更新など施設・設備面の改修等により患者療養

環境や職員勤務環境の充実を図ってきたところ

です。

（３）経営面では、２６年度決算以外は単年

度収支黒字を達成していますが、右のグラフの

３平均在院日数と病床利用率にあるように、平

均在院日数を下げ、病床利用率を上げることで、

収益の確保を図ってきました。また、一般会計
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負担金の逓減にも取り組み、過度に一般会計に

依存しない経営体質の確立を図ってきました。

今後の主な課題ですが、大分県地域医療構想

を踏まえた医療ニーズへの対応、精神医療セン

ターの開設と運営、大規模改修工事への対応な

ど様々な課題がありますが、これまでの成果を

踏まえ、継続的に良質な医療を提供するととも

に、県民医療の基幹病院としての使命を果たし

ていくことが必要と考えております。

このため、資料下段ですが、平成３１年度か

ら３４年度までの第四期中期事業計画では、１

県民の求める医療機能の充実、２良質な医療提

供体制の確保と患者ニーズへの対応、３地域医

療機関等との医療連携、４経営基盤の強化の４

項目に分けて、具体的な課題への対応を検討し

ていきたいと考えています。

現在検討している新規・重点的な取組としま

しては、１県民の求める医療機能の充実では、

１）高度・専門医療への取組として、①のゲノ

ム医療への対応やロボット技術など先端医療の

活用を検討していきたいと考えています。

２）政策医療については、特に、①の精神医

療について、センター開設への取組を進めると

ともに、開設後の院内外の診療連携体制の構築

に加え、経営の改善策を検討していきます。

２良質な医療提供体制の確保と患者ニーズへ

の対応では、１）の①医療安全対策の推進を図

るほか、２）の①看護体制についても、専門・

認定看護師の育成などにより充実させることと

しています。また、４）の働き方改革について

も、国の議論を注視しつつ、勤務時間の管理な

ど先行実施できるものから検討を進めていきま

す。

３地域医療機関等との医療連携については、

１）診療支援センターの体制整備では、センタ

ーの機能を強化し、入院前から退院時を見越し

た患者支援を検討することで、急性期を脱した

患者さんの円滑な地域医療機関への移行を進め

ていきたいと考えています。

４経営基盤の強化につきましては、引き続き

経営の効率化と経営意識、意識改革・業務改善

を進めていきたいと考えています。

こうした取組による収支の見通しにつきまし

ては、現在精査中ですが、従来の一般診療科分

では、引き続き単年度収支の黒字を維持できる

見込みです。

個別具体的な内容については、来年１月末ま

でに取りまとめ、外部有識者を交えた経営改善

推進委員会の評価を受けて、パブリックコメン

トを実施し、３月の常任委員会に御報告した後、

公表する予定としています。

以上で説明は終わりました。これ衛藤委員長

より質疑に入ります。質疑、御意見があればお

願いします。

〔「なし」と言う者あり〕

１点確認ですが、資料下段の１県衛藤委員長

民の求める医療機能の充実、２）政策医療の中

の①精神医療のところで、センター開設と、資

料を見ると院内診療体制の構築とありますが、

説明では院内外診療体制とおっしゃったんです

けど、どちらが正なんですか。

院内外で廣瀬病院局次長兼県立病院事務局長

すね。すみません、これは資料が間違っていま

す。院内体制は当然しっかりやりますけれども、

開設したときの実際の連携体制が大切だと思い

ます。これは福祉保健部と連携を図りながら、

しっかりやっていきたいと考えております。

では、資料の再提出を後日よろし衛藤委員長

くお願いいたします。

下の段の人材確保、医師、看護師の戸高委員

働き方改革の勤務時間の適正を図るということ

なんですが、実質的には人を増やすというよう

なこと以外にどういった対応を考えているんで

すか。

職員の働き方改革ですが、波多野総務経営課長

特にドクターに関しましては、逐次努力をして

おり、まず１点目、研修医ですが、今年の２月

から宿直明けについては、午後からは特別休暇

ということで実施しております。大体９割方の

先生が特別休暇を取得している状況です。

それから、２点目ですが、医療秘書に業務の

移管をしており、ドクターの書類の作成の補助

を医療秘書が行うということで、今病院内では

外来と病棟に２５名を配置しているところです。
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また、今年の１０月から患者さんか家族の方

には、緊急の場合を除き原則として勤務時間内

で病状を説明するという取組も始めております。

ドクターについては、勤務の状況によって、

これから勤怠システムの導入も検討していきま

す。

現状は、そういった取組を着実にやっている

ところです。

良質な医療提供体制の確保と患者ニ玉田委員

ーズへの対応で、看護体制の充実の中で、さき

ほど専門・認定看護師の育成という話もありま

したけれども、看護科学大学で育成している認

定看護師、その辺の関係はこれから議論される

んでしょうか。

看護大が全国に先駆け玉井副院長兼看護部長

て行っている特定行為の研修就業者、特にＮＰ

と言ったりしていますが、これについては、国

でも養成が進められていますが、１０万人とい

う目標値が出ており、全国では１千人程度しか

いませんけれども、当院では既に小児と老年で

２名おります。小児の方は在宅に向けて、小児

在宅支援チームの一員として訪問看護を行って

おり、老年の方も在宅に向けた体制の中心的メ

ンバーとして今活躍しているところです。

国の方針もあり、今後、看護協会も認定看護

師と特定行為の研修修了者をドッキングさせた

研修を計画しており、より養成を積極的に進め

られるのではないかと考えております。

委員外議員の方は、質疑などはあ衛藤委員長

りませんか。

さきほど委員長からありまし土居委員外議員

た精神医療センター開設と院内外の診療体制と

いうことで、連携するというのはよく分かった

んですけれども、例えば、アウトリーチ型の診

療体制を組むなど今検討されているんでしょう

か。

それから、ＮＰなんですけれども、在宅医療

を支援すると、現状、材料は出るけれども、評

価や報酬につながらないという悩みを抱えてい

ます。この辺、今どのようにしているのかを伺

いたいと思います。

実際外に廣瀬病院局次長兼県立病院事務局長

出る方はそうだろうと思うんですけれども、私

どもは急性期型の医療センターということで、

基本的に受入れを前提にしております。最終的

に将来、そういうところも考えられるかしれま

せんけれども、基本的には軌道に乗るまではそ

ういう形になると思います。

ＮＰの診療報酬につい玉井副院長兼看護部長

てですけれども、現在、在宅に向けて小児関係

のＮＰがおり、医師や多職種により構成される

小児在宅支援チームが、ＮＩＣＵとか医療の依

存度の高い患者さんを対象に早期から小児専門

看護師を中心として県内のいろんな施設とコー

ディネートして、在宅に向けてやっております。

実際に訪問するのはＮＰなんですけれども、チ

ームで関わっております。その診療報酬につい

ては、訪問すれば多少のお金はいただけるんで

すけど、余り多くはないというのが現状です。

報酬については、医者が往診に行井上病院長

くときだけはきちんと取れるんですけれども、

やはりＮＰだけのときは難しいのが現状です。

県病で入院している子どもさ平岩委員外議員

んの場合、基本的に親が付き添うという形にな

っているのかを教えていただきたいと思います。

基本的には５歳以下の玉井副院長兼看護部長

子どもさんについては親御さんが付く形で、あ

とは全て完全看護となっています。

重度の障がいがあり、５歳以平岩委員外議員

上で入退院がしょっちゅう繰り返されるという

お子さんもいます。例えば、都会の病院であれ

ば完全看護でいいんだけど、大分県では親御さ

んがまだ付き添わなきゃいけない。そうすると

生活もあるから仕事を持てないと、いろんな話

を聞くもんですから。そういう方向性が今後検

討されるといいなと思っています。

現在のところ、親御さ玉井副院長兼看護部長

んの負担が大きければ一時帰宅していただいて

おります。その間は看護師又は保育士がおりま

すので、見させていただくという体制を取って

おります。

補足しますけど、議員の御指摘は井上病院長

恐らくレスパイト入院のようなものをお考えな

んだろうと思います。家族の疲労を取るために
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本人の医療のニーズがある限りは、一時的に話

し合って完全にお預かりするという形を少しず

つ模索しております。ただ、それをどんどん広

げるというのはかなり難しいので、可能な限り

行なうというのが現状です。

ほかに御質疑等もないので、次の衛藤委員長

報告をお願いします。

県立病院精神医療センター財前会計管理課長

（仮称）の工事請負契約の締結について御説明

します。福祉保健生活環境委員会資料の２ペー

ジをお開きください。

なお、お手元の議案書６０ページに土木建築

部から第１３５号議案として提出していますが、

説明はこちらの資料で行います。資料の左上、

二重の四角囲みをした部分を御覧ください。

前回も説明した内容ですが、１工事内容は、

県立病院精神医療センターの新築工事を行うも

ので、２契約予定者は株式会社末宗組、３契約

予定金額は９億５，０４０万円、４工期は着工

が契約締結の日の翌日、完成は平成３２年３月

１３日を予定しています。

以上で説明は終わりました。これ衛藤委員長

より質疑に入ります。質疑、御意見があればお

願いします

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は、質疑などはあ衛藤委員長

りませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑等もないので、これを衛藤委員長

もちまして、病院局関係の審査を終わります。

執行部はお疲れさまでした。

〔病院局退室、福祉保健部入室〕

これより福祉保健部関係の審査に衛藤委員長

入ります。

また、本日は、委員外議員として土居議員、

小嶋議員、平岩議員、堤議員に出席いただいて

おります。

それでは、付託案件の審査を行います。

初めに、第１２７号議案児童福祉施設の設備

及び運営に関する基準を定める条例の一部改正

について、執行部の説明を求めます。

委員会資料の１ペ大戸こども・家庭支援課長

ージをお開きください。

第１２７号議案児童福祉施設の設備及び運営

に関する基準を定める条例の一部改正について

です。なお、議案書は５０ページですが、委員

会資料で説明を行います。

まず、１条例の概要についてですが、本条例

は、児童福祉法の規定に基づき、児童福祉施設

の設備及び運営に関する基準を定める厚生省令

に従って、児童養護施設の職員の資格要件等に

ついて、県が基準を定めたものです。

次に、２改正理由ですが、学校教育法の一部

改正により、平成３１年４月から専門職大学制

度が創設されることに伴い省令の一部改正が行

われたため、条例の規定を整備するものです。

今回の省令（国の基準）の改正概要について御

説明します。

まず、１の心理担当職員の大学卒業資格につ

いて、心理学科卒業者に、当該学科を修めた専

門職大学の前期課程修了者が追加されました。

専門職大学では、右側吹き出しの上から４番目

の中ポツのとおり、４年生課程のほか、前期及

び後期に区分でき、前期課程修了者には、短期

大学士（専門職）の学位が授与されます。

同様に、２の児童指導員等の大学卒業資格に

ついて、（１）のとおり社会福祉学科等の卒業

者に、当該学科を修めた専門職大学の前期課程

修了者が追加されました。

また、２の児童指導員等については、（２）

教諭資格について、「学校教育法の規定による

教諭となる資格を有する者」から「教育職員免

許法に規定する免許状を有する者」と変更され

ました。これは、教員としては必須である教員

免許の更新講習を受講しなくても、児童指導員

等の資格要件を満たすことを明確にするための

改正です。

次に、３改正内容ですが、（１）心理担当職

員及び児童指導員等の大学卒業資格ついて、専

門職大学の前期課程修了者を追加するとともに、

（２）児童指導員等の教諭資格について、根拠

法の変更を行い、省令改正に従って規定を整備
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するものです。

最後に、４施行期日ですが、来年４月１日と

しています。

以上で説明は終わりました。これ衛藤委員長

より質疑に入ります。質疑、御意見があればお

願いします。

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は、質疑などはあ衛藤委員長

りませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑等もないので、これよ衛藤委員長

り採決いたします。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決す

ることに、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は、原案衛藤委員長

のとおり可決すべきものと決定いたしました。

以上で、付託案件の審査は終わります。

次に、付託外案件の審査を行います。

陳情２１国に対して病院船の保有を求める意

見書の提出について、執行部から説明をお願い

します。

お手元の赤色の陳情文書表西永医療政策課長

１ページをお開きください。

陳情２１国に対して病院船の保有を求める陳

情について、御説明します。

病院船は、災害時多目的船とも呼ばれ、大規

模災害発生時に、医療活動や行方不明者の捜索

・救助、人員・物資の輸送、被災者に対する給

食・給水や入浴等の支援などに活用することが

できる多目的の機能を有する船舶です。

その活用等に関する我が国での検討は、平成

３年の関係省庁による多目的船舶調査検討委員

会の設立により始まり、長年にわたり議論が行

われてきましたが、建造に要する莫大な費用や

平時での活用、医療従事者等人材の確保などの

課題があり、その保有には至っていない状況で

す。

現在、国においては、政府や民間の船舶の活

用が検討されており、当面、実証訓練を行うこ

とが有効な方策の一つとされています。平成２

４年度以降、様々な場所や想定のもとで訓練に

取り組んでいるところであり、その動向に注視

してまいりたいと考えています。

以上で説明は終わりました。この衛藤委員長

陳情について、御意見等はございませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は、質疑などはあ衛藤委員長

りませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御意見等もないので、これを衛藤委員長

もって意見聴取を終了します。

以上で、付託外案件の審査を終わります。

次に、執行部より報告をしたい旨の申出があ

りましたので、これを許します。

まず、次第の①の報告をお願いします。

委員会資料の２ページを二日市障害福祉課長

お開きください。お手元に素案本文をお配りし

ていますが、説明は委員会資料で行います。

９月の当委員会において、大分県障がい者計

画の骨子について報告しましたが、その後、策

定作業を進め、素案がまとまりましたので御説

明します。

第１計画策定の趣旨等については、１趣旨の

とおり、この計画は当県の障がい者施策を総合

的に進めるための基本方針であり、また障がい

福祉サービス提供体制確保のための実施計画で

もあります。

３計画期間は、平成３１年度、２０１９年度

から２０２３年度までの５年間です。

次に、第２計画の概要です。

１策定にあたってにあるように、（１）障が

いのある人もない人も心豊かに暮らせる大分県

づくり条例の理念を反映することや（４）新た

な第５期基本計画と昨年度策定した障がい福祉

計画を統合して一体的に策定し、県民の皆さま

により分かりやすいものとすることなどをポイ

ントとしています。

その下の２基本理念では、前回の説明と同様

に、（１）人格と個性を尊重し合える共生社会

の実現をはじめとした３点を掲げております。

右の３施策項目は、施策の方向と具体的な取組

内容を記載しており、右下の※印にあるとおり、

四角が二重になっている項目は、基本計画と福
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祉計画が重なっているものです。以下、各項目

の主な内容を御紹介します。

最初の（１）共生社会実現に向けた理解促進

と権利擁護では、県条例の趣旨の浸透を図るこ

とを基本とし、（２）地域生活支援では、相談

支援体制の整備において、親なき後への取組等

を盛り込んでいます。（３）保健・医療の推進

では、乳幼児期からの早期支援体制の充実や県

立病院精神医療センターを中心とする救急医療

体制の整備などを記載し、（４）教育の振興で

は、教育環境の再編整備や特別支援教育におけ

る教職員の専門性向上について、また、（５）

雇用・就業、経済的自立の推進においては、障

がい者雇用率日本一を目指す取組の充実につい

て記載しています。（６）芸術文化活動・スポ

ーツの推進では、先般開催された全国障害者芸

術･文化祭の盛り上がりを継続していくための

障がい者アートの振興等について、（７）安心

・安全な生活環境の整備、防災等の推進では、

ハード面における障がい者に配慮したまちづく

りの総合的推進や福祉避難所の受皿拡大などの

防災対策を記載するなど、新たな諸課題に対応

する取組を盛り込んでいます。

最後に下の第３スケジュールを御覧ください。

５月から７月にかけて、太い四角囲みにありま

すように、計１２の障がい当事者等の団体から

御意見を承り、約６割を素案に反映しました。

また、８月と１１月には、障害者基本法にお

いて意見を聴くよう定められている大分県障害

者施策推進協議会を開催し、医療的ケア児への

支援の充実や障がいのある妊産婦への支援、ヘ

ルプカードの周知など多くの意見をいただき、

ほぼ全てを素案に反映させて、内容の充実を図

っております。

今後、今月下旬からパブリックコメントを１

か月間行った上で成案を作成し、来年の第１回

定例会で御報告する予定です。

以上で説明は終わりました。これ衛藤委員長

より質疑に入ります。質疑、御意見があればお

願いします。

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は、質疑などはあ衛藤委員長

りませんか。

計画素案の２８ページの一番土居委員外議員

下、権利擁護の推進で４番、大分県は障がい者

差別解消、権利擁護センターで、「相談員を配

置して対応に当たる」と書いてありますが、室

長に伺うと、今までを少し反省して、これから

は県が主体となって連携が取れるように配慮し

ていこうという思いを先日聞いております。そ

の辺がまだ文言になっていないので、室長が替

わると変わるみたいなことになると困るので、

その辺いかがでしょうか。

確かに明確な文工藤障害者社会参加推進室長

言として、まだ入り切れていないと考えており

ますので、成案になるまでの段階で、それが目

に見える形になるように調整してまいりたいと

思っております。

計画はとても大切なものだし、平岩委員外議員

本当に全ての面において一生懸命盛られている

と思うんですけれども、障がいのある人もない

人も心豊かに暮らせる大分県づくり条例は、や

はり今一番実効性を求めていて、本当に息づい

てきている状況かな。でも、息づかせようとす

ればするほど、多くの課題が出てくるんだとい

うのも現実です。

一つだけ例をあげると、ＳＳＳを導入される

ということで、ＪＲの駅の駅員さんの不在とい

うことが出てきました。この前、障がいのある

人たちが大分大学駅、牧駅などから乗って、大

分に集まってきたときに伺ったことですけど、

いかに障がいのある人たちが駅を利用すること

が大変なことか、また駅は障がいのある人が利

用するようにはなっていなかったということが

浮き彫りになったんですね。

案内放送で「お手伝いが必要な方は声をおか

けになってください」と言うけど、みんなスマ

ホに夢中になっていて、声なんかかけられる状

況ではないと言われたことが大変象徴的だなと

思ったんですね。

障がいのある人にとって大切なことが、いか

に健常者から見たら分からないことだったのか

と、私は頭を殴られたような気がしました。や

はり当事者の話も聞きながら、この計画を実効
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性があるものに、こつこつ積み上げていってい

ただきたいと思います。要望です。

以上要望ですので、しっかりお応衛藤委員長

えをお願いします。

委員外議員ではありませんが、よろ戸高委員

しいですか。

障がい者雇用率の達成年度は３２年というこ

とでよろしいんですかね。それから、そのため

の施策ですけれども、３２年達成に向けての具

体的なものが分かれば教えていただければと思

います。

障がい者雇用率工藤障害者社会参加推進室長

日本一につきましては、県政重要課題というこ

とで、１位の奪還ということで向かっておりま

す。遠い先を目標にというよりも、日々目標、

今年度、来年度ということで進めるという気概

を持ってやっているところです。

それから、具体的な今後の施策ですけれども、

本県では障がい者の雇用アドバイザーという委

嘱をしたスタッフを現在８名置いています。全

国的に見ても、こういうスタッフをそろえてや

っている県が非常に少なくて、厚労省からも特

徴的な対応をしている県と見られていますので、

もっと効果が上がるように活動を継続していく

ことが一番だと思っています。

また、身体、知的、精神の中で、身体はなか

なか伸び代が厳しいということですが、精神、

知的については、まだまだ余地があるという分

析もしていますので、重点的に各民間企業に働

きかけて、具体的な成果でお応えしていきたい

と思っています。

１２ページを見ると、障がいの割合木田委員

で、視覚障がいの方もかなりあります。今回の

芸術・文化祭の中で、音声ガイドの工夫とかを

目にしましたけれども、視覚障がい者関係の団

体、そういった方々の御要望とか、今この中で

どんなものが反映されているのか。

また、これから５年間、かなり情報通信技術

も上がっていくと思うんですけれども、そうい

ったものを開発して何かこういうものを模索し

ていきたいといったことがこの計画に入ってい

るのかどうか教えていただきたいと思います。

視覚障がい者団体、聴覚二日市障害福祉課長

障がい者団体にも、もちろん出向いて御説明を

して御意見を頂戴しました。聴覚障がい者の団

体からいろいろな細かい御意見をいただきまし

たが、視覚の団体からは余りこれといったのは

ありませんでした。今、視覚障がい者団体から

これというのがすぐ出てきませんけれども、事

前にいただいたもので取り入れられるものは全

て取り入れていますし、具体的には今後の検討

課題としております。

ＩＣＴの関係とか入っているかなと木田委員

思って。

視覚障がいのあ工藤障害者社会参加推進室長

る方に特化してＩＣＴというのは具体的にこの

中にはありませんが、芸術・文化の振興という

中で視覚障がいのある方でも楽しめるような、

参加できるような仕掛けは当然必要だと思って

おります。

介護保険サービスのところで、堤委員外議員

負担軽減等を適用することにより、円滑な移行

を促進すると。もともと６５歳になれば、介護

保険制度、認定をしなければ介護保険制度に移

行はしないんですけどね。仮にその認定を受け

た人が介護保険ならいろいろと負担が出てくる

んだけど、その辺をどうするかという考えは、

この３６ページに書いているのか。

もう一つ、障がい者雇用の促進で、県教委と

の関係で、先日、労働局に提出しましたけれど

も、県教委と福祉との協議の中で、福祉保健部

からどういう提言がされたのかの２点を教えて

ください。

介護保険からの介護保険二日市障害福祉課長

のサービスも使えて、引き続き障がい者のサー

ビスを使いたいという方は、当然障がい者のサ

ービスを引き続き有利な形で使えるように市町

村にも徹底してやっております。

また、地方では共生型のサービスで、サービ

ス事業所がどちらのサービスも、障がい者向け、

介護保健向けのサービスも使えるようにしてい

くことも進めておりますので、利用者にとって

はより選択の幅が広がって、より有利な形で使

っていただくように進めているという趣旨です。
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２点目ですが、工藤障害者社会参加推進室長

先般、教育委員会から今後の対策ということで

発表がなされましたけれども、今回計画を教育

委員会で練るにあたって、福祉保健部との数度

にわたる会議を経て計画を作り上げたというプ

ロセスです。その中で、当部から提案したのは、

まずは今回、法定雇用率の大きな低下があり、

法定雇用率を満たしていない状態になりました

ので、一刻も早く、教育委員会２．４％の達成

をぜひともお願いするということがまず１点で

す。

それから、それを進めるにあたって、どうい

う障がいのある方が仕事に就く可能性があるの

かというお尋ねが教育委員会からありましたの

で、さきほども申し上げましたように、身体障

害者について企業の獲得意欲がは非常に高くて、

なかなか官公庁で採用しようとしても難しいと

いうこと。また、知的あるいは精神障害者の採

用に力を入れていただきたいということで、特

別支援学校の卒業生の中から積極的な採用、障

がい者雇用を進めてはどうかということを進言

しました。

次の報告に移りたいと思うんです衛藤委員長

が、委員の皆さまにおかれましては、委員の質

問が終わった後の質問はできるだけお控えいた

だくようにお願いします。関連質問はこの限り

ではありませんので、よろしくお願いいたしま

す。指名する、しないはその場で判断していき

ます。

ほかに御質疑等もないので、続いて、次の報

告をお願いします。

一般会計当初予算の要求長谷尾福祉保健部長

状況について説明申し上げます。お手元の平成

３１年度福祉保健部当初予算要求の概要の１ペ

ージをお開きください。

当部の３１年度当初要求額ですが、事業費ベ

ースで９７９億２，２９７万１千円となってい

ます。その右の欄３０年度当初予算額と比較し

ますと、６１億５，０８４万８千円、率にして

６．７％の増となっています。

この主な理由ですが、介護報酬の改定や後期

高齢者の増加、保育の無償化などにより、社会

保障費が約２１億の増となっています。また、

認知症グループホームや小規模特別養護老人ホ

ーム等の整備数増と、その整備に充てる国庫補

助金などの財源を基金に積み立てることで合わ

せて約２９億の増、県立精神医療センターの本

体工事が来年度から本格化することに伴い約４

億の増などとなっています。

その下の事業体系ですが、県の長期総合計画

プラン２０１５の基本目標１安心の分野におけ

る、（１）一人ひとりの子どもが健やかに生ま

れ育つ社会づくりの推進～子育て満足度日本一

の実現～から、次のページの（９）安全・安心

な県土づくりと危機管理体制の充実までとなっ

ています。

本日は、この中から主なものを御説明します。

３ページを御覧ください。

１番おおいた子育てほっとクーポン利用促進

事業７，７７９万１千円です。

これは、子育て支援サービスの利用促進を図

り、子育て世帯の負担を軽減するため、様々な

サービスに利用できるクーポンを、来年度から

第４子以降の配布額を拡充するものです。

なお、平成２７年度の制度開始時に、当時の

未就学児全員に配布したクーポンの利用が終了

するため、要求額としては、今年度当初予算額

よりも少なくなっています。

次に、２番放課後児童対策充実事業７億４，

９５９万２千円です。

これは、放課後児童クラブを運営する市町村

に対する運営費等の助成ですが、来年度は小規

模クラブや障がい児受入れ時等の運営費加算を

新たに設けるほか、クラブ運営主体強化研究会

の開催などにより、待機児童の解消に向け、取

り組んでまいります。

次に、３番保育環境向上支援事業１億２，３

２５万８千円です。

これは、保育人材の確保と職場定着を図るた

め、新卒保育士の県内就職や潜在保育士の再就

職への支援を行うとともに、保育現場の働き方

改革の実践を支援するものです。来年度は新た

に、保育士の業務をサポートする保育補助者の

雇用経費に助成します。
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次に、５番児童虐待防止対策事業１，３３７

万８千円です。

これは、児童虐待防止の徹底を図るため、関

係機関の連携及び児童相談所の機能を強化する

ものです。来年度は新たに、出産後の育児が特

に困難な妊婦に対し緊急的な住まいを提供する

など、対応を強化します。

次に、７番新規事業医療的ケア児支援体制構

築事業３７０万５千円です。

これは、日常生活に医療の必要な医療的ケア

児が適切な支援を受けられるよう、コーディネ

ーターの養成やサービスの充実を図るとともに、

保健、医療、福祉等の相互連携体制を整備する

ものです。

なお、医療技術の進歩等を背景に、たんの吸

引などが必要な児童の支援体制の整備は喫緊の

課題であり、対象児童が入学する４月から取り

組む必要があるため、骨格予算で要求していま

す。

次に、８番おおいた出会い応援事業３，７２

６万円です。

これは、出会いサポートセンターの運営費で

すが、来年度は新たに、センターのある大分市

以外の若者が、相談や登録等が可能となる巡回

相談会を実施します。

４ページをお開きください。

１１番地域医療教育・研修推進事業５，３８

４万４千円です。

これは、地域医療に携わる医師の育成・確保

を図るため、大分大学医学部地域医療学センタ

ーと連携し、地域枠医師のキャリア形成に係る

支援体制を強化するものです。来年度は新たに、

医師のキャリア形成プログラムの作成体制を強

化します。

５ページを御覧ください。

２１番県立病院精神医療センター整備事業４

億８，５７５万２千円です。

これは、県立の精神医療センターを設置する

病院事業会計に対し、建設費用の一部を一般会

計が負担するものです。３２年度中の完成・開

設に向け、来年度から本体工事が本格化します。

次に、２２番重度心身障がい者医療費給付事

業９億９，９９１万２千円です。

これは、重度心身障がい者の経済的負担を軽

減するため、当該医療費を給付する市町村に対

し助成するものです。来年度中に、医療費還付

手続が不要となる自動償還払に移行できるよう、

市町村とともに準備を進めてまいります。

次に、２６番新規事業災害時要配慮者支援事

業３，１３６万円です。

これは、後ほど廃止事業で御説明する福祉避

難所体制強化事業を組み替えて実施するもので

す。災害関連でもありますので、骨格予算で要

求しています。来年度は新たに、災害時に要配

慮者の安心・安全を確保するため、早期避難の

意識啓発と避難訓練の実施を促進するほか、適

切な避難場所提供の体制整備を図ります。

次に、２８番新規事業感染症指定医療機関整

備事業２，２２０万６千円です。

これは、病院の耐震化や感染拡大リスクの管

理を強化するため、老朽化した第二種感染症医

療機関の病床改修に対し助成するものです。

なお、対象である南海医療センターと県立病

院は現在改築中であり、来年度中の完成を目指

していることから、工期の都合上、骨格予算で

要求しています。

６ページをお開きください。

最後に、主な廃止事業について説明します。

１番福祉避難所体制強化事業です。

これは、災害時に要配慮者の状態に応じた適

切な対応ができるよう、平成２９年度から３０

年度の２か年事業として実施したものです。来

年度は、さきほど御説明した災害時要配慮者支

援事業に組み替えて実施するため廃止します。

次に、８番重度心身障がい者医療費給付方式

改善事業です。

これは、医療費の自動償還払への移行に必要

な電算システムの改修を行う市町に対し助成し

たものですが、平成３０年度の単年度事業とし

て、所期の目的を達成したため廃止します。

以上で説明は終わりました。これ衛藤委員長

より質疑に入ります。質疑、御意見があればお

願いします。

〔「なし」と言う者あり〕
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委員外議員の方は、質疑などはあ衛藤委員長

りませんか。

児童虐待防止対策で児相の強土居委員外議員

化をすると。一般質問でもしましたが、やはり

児童福祉司等が少ないと思うんです。強化プラ

ンでは、例えば、中央なら２５人以上欲しいと

ころなんですが、私の勘定では２０人、管理職

を含めたら２１人、中津で１０人必要なところ

を、私の勘定では６人、管理職を含めれば８人

ということで、いずれにしても少ない状況です。

これから新プランができて、それに沿って進

められるようになると、本当に現場の人が少な

いと思います。保健所もこの３月３０日の運営

指針の改正でも、やはり１名以上配置すること

と書いております。

現状中津では、業務が少ないからということ

で兼任されていますが、それはやはり兼任のた

め児童福祉司等が仕事を分け合いながらやって

いる状況だと私は思っています。満足度日本一

に向けて、ここはしっかりと補強していただき

たいなと願っていますが、いかがでしょうか。

これは先般、土居議員の長谷尾福祉保健部長

一般質問に答えたとおりですが、基準の話にな

りますと、もう基準どおりやっているというこ

とです。ただ、我々も今の状況をよく見ながら

いろいろ考えないといけないとは思っていると

ころです。

保健師についても、事例的にはそんなに上が

っているものじゃないんですけれども、答弁で

も答えたように、今は中津の保健所、北部保健

所で中津の担当者１人兼務をかけています。こ

れを保健師に複数兼務をかければ、より柔軟な

対応ができるのではないかとを考えております

ので、兼務者を増やして、そのさきどのような

状況になるかをよく見極めながら対応していき

たいと思っております。

また大戸課長と話し合いなが土居委員外議員

ら、もう少し詳しく知りたいと思いますので、

後ほどよろしくお願いします。

委員外議員の方は、質疑などはあ衛藤委員長

りませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑等もないので、これ衛藤委員長

で諸般の報告を終わります。

この際、何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかにないようですので、これを衛藤委員長

もちまして、福祉保健部関係の審査を終わりま

す。

執行部はお疲れさまでした。

〔福祉保健部退室、生活環境部入室〕

これより生活環境部関係の審査に衛藤委員長

入ります。

また、本日は、委員外議員として土居議員、

小嶋議員、平岩議員、堤議員に出席いただいて

おります。

それでは、付託案件の審査を行います。

初めに、第１２８号議案公の施設の指定管理

者の指定について、執行部の説明を求めます。

議案書５２ページ第１藤本生活環境企画課長

２８号議案公の施設の指定管理者の指定につい

て御説明します。資料１ページをお開きくださ

い。

さきの第２回定例会の常任委員会において御

報告しましたが、生活環境部が所管する公の施

設のうち、大分県長者原園地並びにおおいた動

物愛護センタードッグラン及び多目的広場につ

いて、このたび、指定管理候補者を選定いたし

ましたので、地方自治法の規定に基づき、指定

の承認をお願いするものです。

まず、１大分県長者原園地についてです。

申請のあった１団体について選定委員会によ

る審査の結果、有限会社吉武建設を指定するも

のです。

選定委員会における評価は、表にお示しして

いるとおりですが、利用者増に向けた積極的な

広報活動や技術力を生かした維持管理等が評価

されました。提案価格は、利用料金を収入とし

て費用を賄うこととし、「なし」としておりま

す。

次に、２おおいた動物愛護センタードッグラ

ン及び多目的広場についてです。
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申請のあった１団体について審査を行った結

果、九州乳業株式会社を指定するものです。

候補者は隣接地に立地し、安心・安全な施設

管理体制が確保できることや所有する施設と連

携した幅広い年齢層の利用を促すイベント開催

が計画されていること等が評価されました。

提案価格は、こちらも「なし」としておりま

す。

あわせて、おおいた動物愛護センタードッグ

ラン及び多目的広場のネーミングライツ協賛ス

ポンサーの選定結果についても報告いたします。

応募のあった１団体について選定を行った結

果、九州乳業株式会社がスポンサーとして選定

されました。

期間は平成３１年２月からの４年間、金額は

年間５０万円、名称はドッグランは「みどりの

ドッグラン」、多目的広場は「みどりの広場」

と定めました。

以上で説明は終わりました。これ衛藤委員長

より質疑に入ります。質疑、御意見があればお

願いします。

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は、質疑などはあ衛藤委員長

りませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑等もないので、これよ衛藤委員長

り採決いたします。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決す

ることに、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は、原案衛藤委員長

のとおり可決すべきものと決定いたしました。

次に、第１２９号議案青少年の健全な育成に

関する条例の一部改正について、執行部の説明

を求めます。

議案書５３ページ安藤私学振興・青少年課長

第１２９号議案青少年の健全な育成に関する条

例の一部改正について御説明します。資料２ペ

ージをお開きください。

青少年の自画撮り被害の防止については、第

３回定例会で報告した後にパブリックコメント

を実施いたしました。

資料上段の③パブリックコメントの意見につ

いてでですが、全部で５件の御意見が寄せられ

まして、そのうち４件は条例改正に賛成の意見

で、残る１件は反対意見でした。反対意見の概

要は、記載しているとおり「憲法で保障する幸

福追求権や表現の自由を侵害する恐れがあるの

ではないか」というものでした。県としまして

は、今回の改正内容は、この表現の自由に配慮

し、青少年に対して児童ポルノ等を不当に要求

する行為に限って規制しており、表現の自由等

を侵害するものではないと考えます。

資料中段の関係機関との協議結果についてで

すが、大分地検からは、「罰則規定に問題はな

く、案のとおり改正して差し支えない」旨の、

県警からは、「改正条例成立から施行までおお

むねひと月あれば、警察官等への周知及び現場

での対応が可能」との回答をいただいたところ

です。

以上を踏まえまして資料下段の１、改正の内

容についてですが、（１）青少年に対して児童

ポルノ等の提供を不当に求める行為を禁止する

規定を追加し、青少年に拒まれたにもかかわら

ず、又は威迫等の方法により、児童ポルノ等を

要求することを禁止します。（２）これに違反

した場合、３０万円以下の罰金又は科料とする

罰則規定をあわせて追加します。

続いて２の施行期日は、周知期間等を踏まえ

平成３１年２月１日とします。

以上で説明は終わりました。これ衛藤委員長

より質疑に入ります。質疑、御意見があればお

願いします。

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は、質疑などはあ衛藤委員長

りませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑等もないので、これよ衛藤委員長

り採決いたします。

本案は、原案のとおり可決すべきものと決す

ることに、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がないので、本案は、原案衛藤委員長

のとおり可決すべきものと決定いたしました。
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次に、請願の審査を行います。

継続請願３１日出生台演習場でのオスプレイ

を伴う日米共同訓練を行わないように求める意

見書の提出について、執行部の説明を求めます。

継続審査となっています日河野危機管理室長

出生台演習場でのオスプレイを伴う日米共同訓

練を行わないように求める意見書の提出につい

て、御説明いたします。

先月１９日、九州防衛局長が来庁し、本日１

２月７日金曜日から１９日水曜日までの間、日

出生台演習場等で行われるオスプレイを使用し

た米海兵隊との実動訓練（フォレストライト０

１）の概要等について説明がありました。この

訓練では、１２日及び１６日の両日とも２機の

オスプレイが使用され、最大で４機のオスプレ

イが日出生台演習場に飛来予定です。

この席上、知事は、「オスプレイを使用した

訓練を実施しないよう再三申し入れたにもかか

わらず、訓練実施の説明があったことは大変遺

憾であり、到底受け入れられない」と伝えたと

ころです。

これを受け、先月２２日には県と関係６市町

で、九州防衛局長に対し、再度、米海兵隊との

実動訓練を日出生台演習場で行わないこと等の

要請を行いました。

さらに、先月３０日には、知事が直接岩屋防

衛大臣と面会し、「訓練の実施は了解できない。

それでも行うというのであれば、了解できない

が、県民の安全確保に万全を期すこと、さらに

訓練を恒常化しないこと」を申し入れ、大臣か

らは、「訓練について、何とか理解してもらい

たい。安全確保については、私からも直接言っ

ておく」との話がありました。

こうした状況を受け、県は、日米共同訓練等

対策班を設置するとともに、１２月１日には、

県と関係６市町は、九州防衛局長に対し、訓練

を実施するのであれば、まずは地域住民の不安

解消と安全確保のため、十分な措置を講じるよ

う要請したところです。

九州防衛局は、「特に航空機の使用に関して

は、人口密集地域を避けるなど経路や高度を考

慮し、安全面の確保や騒音の低減に努めるよう

米軍と調整・徹底する。訓練情報については、

米側等とも調整の上、可能な限りお伝えする」

などを回答したことから、県及び関係６市町と

しては、その回答について確認したところです。

なお、「来年度以降のＭＶ－２２オスプレイ

が参加する日米共同訓練等の計画については何

ら決定しているものではありません」との回答

も得ています。

以上で説明は終わりました。これ衛藤委員長

より質疑に入ります。質疑、御意見があればお

願いします。

知事も納得できないという意思表明木田委員

をされているわけで、議会としても同じような

意見表明というのは必要じゃないかなと思うん

ですね。

昨日の高知県沖の米軍機の墜落事故を受けて、

さらにその不安というのは増大しているんじゃ

ないかなと思います。今のところ、県として情

報収集して、例えば、今回日出生台で予定があ

るということで動いていますので、湯布院とか

観光地での風評被害が出ているというようなこ

とを伺っているかどうかですね。キャンセルが

出ているとかについて、情報収集されているの

かをお尋ねしたい。

また、今回市街地を避けてほしいと要望を伝

えていると思うんですけれども、市街地でなけ

ればいいのかということもあると思うんですね。

高知県の昨日の事故においても、海の上だから

ということじゃなくて、やはり漁業者、操業者

が二人、２隻あったけど、離れていたので大丈

夫というようなことになっていました。市街地

じゃなくても、農業、林業者もいらっしゃるん

でしょうから、そういった不安は、やはり解消

されていないんじゃないかと思います。

それから、防衛局か米軍の資料に、事故率が

ここ数年上がってきて３．２４だということで

報告をされているようです。この３．２４とい

うのは１００分の３．２４なのか、１，０００

分の３．２４なのか、この数の捉え方をどう受

け止めればいいのかですね。その３．２４とい

うのは１万回のフライトで３．２４なのか、そ

の辺もはっきり記載されておりませんでしたの
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で、それも分かれば教えていただきたいと思う

んですが。

まず、昨日の事故を受けて、河野危機管理室長

風評被害があったかどうかということにつきま

しては、現在、情報収集しておりますけれども、

今のところ情報は入っておりません。

それから、事故率の関係でありますけれども、

３．２４ということで、この数字については、

平成２９年の９月か１０月の段階でＡクラスの

事故、シリア、オーストラリアあるいは沖縄県

の方で落ちた事故、こういったＡクラスの事故

が勘案されており、事故率が増えているという

ことは聞いております。何万時間の回数なのか

どうかというのは、今のところ、私は把握して

おりませんので、後ほど調べて回答させていた

だきたいと思っております。

事故率の算定は、双方また調べてい木田委員

ただきたいなと思います。１００分の３．４と

１０，０００分の３．４だったらかなり受け止

め方は違うと思います。

風評被害の件も、昨日の事故でということじ

ゃなくて、今回オスプレイの訓練が実施される

だろうという報道が動いてからのそういった風

評被害というのは観光地周辺で起きていないの

かという質問なんですが。

さきほどの風評被害の件及河野危機管理室長

び３．２４の出どころの数字については後ほど

調査しまして回答させていただきたいと思いま

す。

私は、由布市ですから地元です。二ノ宮委員

今まで何度も訓練はあったんですけど、今度み

たいに市をあげてといいますか、例えば、観光

協会等、いろいろなところから反対意見が出て

います。今までで一番反対に盛り上がっている

のじゃないかと思っています。

そういうことで、現場のことをいろいろ調査

をしていると思うんですけど、そういうところ

も含めてどういう感じかと、その市内の方です

ね、今までどちらかというのをもし分かれば教

えてください。

すみません、質問の意味が河野危機管理室長

よく理解できなかったので、もう一度よろしい

でしょうか。

今度は知事も反対しているし、そ二ノ宮委員

れから、今まで訓練によっていろんな被害が出

るんじゃないかということで現地に行って、毎

回いろんな調査を行い、市民の意見やその状況

を聞いていると思うんですけど、このオスプレ

イが来るということで、例えば、市内の状況と

か、今までの聞き取りとは違う面がありますか

ということです。

先月１９日に九州防衛局長河野危機管理室長

から訓練概要等の説明を受けて、２８日から３

０日までの間、由布市、玖珠町、九重町、それ

から演習場を管轄する別府市、日出町、杵築市

の関係６市町が住民説明会を開催しています。

内容を見てみますと、やはりオスプレイに対

する不安が非常に大きいということを、玖珠町

での住民説明会に行って感じております。やは

り人口密集地の近くを通るんではないかとか、

あるいはどういった感じで日出生台演習場にオ

スプレイが入ってくるのかとかいったようなこ

と。また、オスプレイが安全な機体であるのか

どうかといった声は聞いており、特にオスプレ

イに対する不安が大きいと感じているところで

す。

そういう状況を把握していただい二ノ宮委員

ていれば結構です。また後でお伺いします。

委員外議員の方は、この後、諸般衛藤委員長

の報告が多いので簡潔にお願いします。質疑な

どはありませんか。

河野室長、結局オスプレイがど堤委員外議員

こを通るかという情報を取得されている──回

答書に明確にそれは米軍の秘密の問題があると

いうことで回答されていないよね。だから、あ

る意味で非常に心配するんですよ。

上空を通るのか、低空か、移動も正に訓練の

一つだから。だから、オスプレイが低空で訓練

するのではないか、また、大分市の上空又は由

布市の上空を飛んでくるのではないかというこ

とが非常に不安で、そういう情報隠しをされて

いるということに対して、どういう形で情報を

出させようとされているか。

九州防衛局に１２月１日に河野危機管理室長
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行ったときに、二日市副知事から安全確保面に

ついての要請をしていますけれども、やはりセ

キュリティの関係等からなかなか明確な回答は

ありませんでした。防衛局の説明では、可能な

限り、米軍と調整しながら、できる限り得た情

報については開示しますという回答をいただい

ています。我々もそういうところは九州防衛局

と話をしながら、可能な限りの情報はしっかり

といただくという姿勢で臨みたいと考えていま

す。

県としても、日出生台の演習そ堤委員外議員

のものの廃止、縮小と中止を求めているし、今

度の共同訓練についても、最後まで反対の立場

を表明しているということは、非常に評価すべ

きだろうなと思います。

そういう点で我々自身も、県議会としても、

ぜひ応援をしていきたいと思っていますので、

一緒に頑張っていきましょう。

ほかにないようですので、これよ衛藤委員長

り請願の取扱いについて協議いたします。

いかがいたしましょうか。

この件はこれまでマスコミの報道嶋副委員長

なり、今日は執行部から説明がありましたけれ

ども、様々な状況を総合的に判断をして、継続

審査にすることが適切だと思います。

その一つに、御説明にもありましたけれども、

九州防衛局が航空機の使用に関しては人口密集

地を避けるなど、経路や高度を考慮し、安全面

の確保や騒音の低減に努めるよう米軍と調整徹

底する訓練情報については、米軍側と調整の上、

可能な限りお伝えするという方針を示して、県

と関係６市町はその回答を確認をしたというこ

と。

もう一つは、来年度以降のオスプレイが参加

する日米共同訓練等の計画については、決定し

ているものではありませんとの回答があって、

県からは共同訓練を恒常化しないこと、安全対

策を徹底することなどを直接防衛大臣に要請を

したところであり、委員会としては、今後の動

向を注視する必要があると思いますので、継続

審査が適当だと思います。

ただいま継続審査の声が上がりま衛藤委員長

した。それでは、継続審査についてお諮りいた

します。

本請願は、継続すべきものと決することに御

異議ありませんでしょうか。

〔「異議あり」と言う者あり〕

今、継続という意見が出ましたけれ玉田委員

ども、まず、今日からもう始まっているという

ことで、しかもリアルタイムの請願であります。

今までの状況等、それから県民の不安にしっか

りと議会も応えているということを示すために

も、ここは採択ということでぜひお願いしたい

と思います。

御異議がありますので、挙手によ衛藤委員長

り採決いたします。

本請願は、継続審査とすべきものと決するこ

とに賛成の方は挙手願います。

〔賛成者挙手〕

可否同数であります。よって、委衛藤委員長

員会条例第１４条第１項の規定により、委員長

が可否を決します。

委員長は、継続審査とすべきものと採決いた

します。

以上で、付託案件の審査は終わります。

次に、執行部より報告をしたい旨の申出があ

りましたので、これを許します。

次第の①の報告を続けてお願いします。

大分県再犯防止推安藤私学振興・青少年課長

進計画の策定について御説明します。資料の３

ページをお開きください。

上段の１策定の目的等ですが、（１）目的に

ありますように、再犯の防止等に関する施策の

推進により安全で安心して暮らせる社会の実現

に寄与することを目的とします。

（２）計画の位置付けは、再犯の防止等の推進

に関する法律第８条第１項に基づく、都道府県

再犯防止推進計画です。

（３）計画期間は、２０１９年度からの５か年

とします。

続いて、中段の２大分県再犯防止推進計画の

骨子（案）です。まず、右上の基本方針を御覧

ください。

県では、犯罪被害者等支援条例を制定し、被
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害者に寄り添った支援を推進していますが、本

計画においても、「犯罪をした者等が、犯罪の

責任等を自覚すること及び被害者等の心情を理

解すること並びに社会復帰のために努力するこ

と」という基本理念の下、犯罪被害者の視点を

強く意識し、国の関係機関や民間団体と連携し

て再犯防止に取り組んでいきます。

この考え方を基本として、２のⅢに記載する

六つの重点課題に取り組んでまいります。

具体的な施策の主なものを紹介しますと、第

１就労・住居の確保のための取組については、

県が行う公共工事の競争入札参加資格審査にお

ける協力雇用主に対する優遇措置の導入を検討

することとしています。

第２保健医療・福祉サービスの利用促進のた

めの取組については、引き続き、地域生活定着

支援センターによる出所した高齢者・障がい者

に対する福祉的支援を提供するとともに、地域

の受入体制の整備に取り組んでまいります。

下段の左、３大分県再犯防止推進計画策定協

議会メンバーについては、記載のとおり、再犯

防止計画の推進に関わりの深い機関・団体を構

成員としています。

最後に右側の４今後のスケジュールですが、

今後、策定協議会で素案の作成の後、改めて委

員の皆さまに御説明の上、パブリックコメント

を実施し、３月下旬に計画の公表を予定してい

ます。

以上で説明は終わりました。これ衛藤委員長

より質疑に入ります。質疑、御意見があればお

願いします。

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は、質疑などはあ衛藤委員長

りませんか。

今現在で、この策定協議会メ土居委員外議員

ンバーの皆さんからいただいた御意見はどれぐ

らいの割合で反映できているんでしょうか。

協議会のメンバー安藤私学振興・青少年課長

の皆さまからいただいた御意見については、で

きる限り載せるようにしており、県との調整の

中で協議を重ねて、割合的にはかなりのところ

を載せていると考えています。

かなりのところを載せていた土居委員外議員

だいているということですけれども、協議した

メンバーの皆さんから、物足りないという意見

をいただいております。再犯の防止を図ろうと

思えば、現状の課題をはっきりさせて、具体的

な施策が必要です。

例えば、薬物依存に対処できるのは河村クリ

ニックしかないので、ほかの地域はどうするの

か。地域の病院に協力してもらって、地域格差

をなくしていこうというような具体的なものと

か、さきほど障がい者計画の素案を見たんです

けれども、今回新しく再犯防止を作るわけです

から、地域福祉計画とかにこの視点も入れてい

こうとかをぜひ書いてもらいたいと願っていま

す。

大分県の社会の中で暮らす皆さんが、大分県

が主体となって作ったものだというところをし

っかりと表して、具体的施策に「慎重に検討し

ていきたい」という文言などを入れないように

していただきたいと思うんですが、いかがでし

ょうか。

１２月に素案の内安藤私学振興・青少年課長

容が固まった段階で、関係議員の皆さまには改

めて説明を行うようにしております。その際、

パブリックコメントも予定しておりますので、

議員の皆さまからの御意見をいただきながら、

計画案の策定協議に反映していきたいと考えて

いますのでよろしくお願いいたします。

素案の策定があって、皆さん小嶋委員外議員

に相談するというのは、この委員会で相談する

んでしょうけど、素案の要旨については、議員

全員に配るというわけじゃないですね。それぞ

れ関係する委員会のメンバーに配るということ

で考えていいですか。

またその素案を皆安藤私学振興・青少年課長

さまに配付したいと考えております。（「議員

全員に」と言う者あり）はい、議員全員にお配

りしたいと考えています。

ほかに御質疑等もないので、続い衛藤委員長

て、②及び③の報告を続けてお願いします。

大分県水道ビジョン（素芦刈環境保全課長

案）について御説明します。資料４ページをお
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開きください。

初めに、１の策定趣旨を御覧ください。第２

回定例会で説明しましたが、人口減少に伴う料

金収入の減少などの課題に対処するため、大分

県水道ビジョンを策定します。

次に、２の水道の理想像についてです。「安

全で良質な水を、誰でも、どこでも、いつまで

も」を基本理念とし、「安心して飲める安全な

水道」、「災害に強い強靱な水道」、「将来に

わたって健全な経営が持続する水道」を基本方

針として掲げています。

右側の３現状分析と課題抽出を御覧ください。

施設、水量、水質、財政及び人員の五つの観点

から、課題の有無について、市町村ごとに検討

・評価しました。

水量、水質は各市町村とも問題ありませんが、

施設については老朽化や耐震化、財政について

は給水収益の減収や工事財源の確保、人員につ

いては職員数の不足・高齢化・技術の継承や民

間企業の高齢化や減少などの課題を多くの市町

村が抱えています。

次の５ページをお開きください。

４の施策体系図ですが、基本方針の安全、強

靱、持続の観点から、基本施策、施策メニュー

及び数値目標を示しています。

左から２番目の基本施策の中でも、中ほどの

適切な資産管理や耐震化の推進、一番下の水道

事業の効率化及び人材育成の推進が重要なポイ

ントと考えています。

次の６ページをお開きください。

５の連携する圏域の設定についてですが、水

道事業の効率的な運営や人材育成を推進してい

くためには、行政区域の枠を超えた広域的な視

点が重要です。連携する圏域の設定に際しては、

地勢、水源等自然条件や社会的・経済的条件を

考慮し、大分県の振興局の管轄をベースに設定

しており、今後この圏域を基本単位として取り

組んでいきます。

最後に、右側の６水道事業の効率化と人材育

成の推進に向けた取組みを御覧ください。

現状分析ですが、大分県では平成の大合併に

よって水道事業も大幅な事業統合が進んだこと、

また、県特有の地形的な制約からこれ以上の施

設統合は困難な状況であることから、広域的に

施設を統合する手法は現実的ではないと考えて

います。この現状分析に基づいた推進方策です

が、人材育成や資材の共同購入など取り組みや

すいものから効率化の検討を進め、そこから、

緊急時連絡管の接続や保守点検業務、運転監視

業務の共同委託、共同監視へと水道事業効率化

の検討対象を発展させていきます。

今後、パブリックコメントを行い、今年度中

に策定する予定です。

平成３０年髙橋審議監兼人権・同和対策課長

度人権に関する県民意識調査結果について報告

します。資料の７ページをお開き願います。

左側上段１目的ですが、これまで、平成１５

年から５年ごとに実施した調査と同様に、県民

の人権意識の把握や過去の調査との比較、また

人権教育・啓発等を検証することに加え、調査

結果に基づき、人権尊重施策基本方針の改定を

するために調査したものです。

２対象者及び３調査方法等についてですが、

県内に在住する１８歳以上の県民４，９４１人

を対象に郵送で調査を実施しました。また、回

答期限直後にお礼状を発送し、未回答の方への

回答を促すなど、回収率向上のための工夫を行

ったことで、有効回収率は４０．４％となり、

前回の３４．４％より６ポイント上昇しました。

４調査内容ですが、性別・年齢や人権への関

心度、女性や高齢者、障がい者など、人権の八

つの重要課題に関する意識に加えて、人権に関

する教育や啓発の参加状況などについて調査を

実施しました。

資料右側の５結果の特徴を御覧ください。

まず、（１）人権への関心ですが、「非常に

関心がある」と答えた人が前回調査より２．４

ポイント増え、「あまり関心がない」と答えた

人が４．６ポイント減少しています。

次に（２）重要課題の分野別の特徴のいくつ

かを御紹介します。

③障がい者の人権では、前回調査より「就職

や職場での不利な扱い」が減少し、「必要な社

会的支援を受けられない」が増加しています。
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④同和問題については、子どもが同和地区の

人との結婚するとしたらの質問に対し「関係な

い、反対しない」「地区の人でない方がよいが

反対しない」を合わせると、前回より３．３ポ

イント増加しています。

⑤性的指向や性的違和に関する人権について

は、どのような人権問題があるかの質問に対し、

「差別的な言動」「職場・学校での嫌がらせ」

「アパート等の入居拒否」など、前回に比べ増

加しています。

最後に（３）全般的な特徴ですが、インター

ネットによる人権侵害として、「誹謗中傷する

表現の掲載」「ＳＮＳ等の交流が犯罪を誘発」

などが増加している状況にあります。

人権に関する研修や学習会に､これまで１回

も参加していない方は、依然として５割近くも

いる状況です。人権の大切さを知ってもらう効

果的な方法として、当事者との交流会や意見交

換会を挙げている人が増えていることから、こ

のような方法も活用しながら、今後も教育・啓

発活動に取り組んでいく必要があると考えてい

ます。

以上で説明は終わりました。これ衛藤委員長

より質疑に入ります。質疑、御意見があればお

願いします。

県水道ビジョンについてお尋ねしま木田委員

す。６ページの５ブロックは振興局の単位とは

また違うブロックで組まれていると思いますけ

れども、この項の５ブロックの運営の方法とい

うのはどういった組織でやっていくのかですね。

推進の方策等を見ると、民営化をするとかいう

報告が出ていなくて安心したのですが、共同調

達とかをこの５ブロックの中で組んでいくとい

う事務局的な機能をどういうふうに考えている

のかを教えていただければと思います。

最初に連携する圏域の設定芦刈環境保全課長

についてです。説明の中で、振興局の単位を基

本としてというところがありますが、特に中部

ブロックについては、各自治体の重要な水源と

なっている大分川、大野川流域の河川であると

か、深井戸とか、その辺の一体性を考慮して振

興局単位、一番中心的なブロックとして設定し

ております。

ビジョン策定後、ブロックごとに連携推進会

議を設置して、６ページの右下に事業効率化人

材育成のロードマップを示しておりますけれど

も、それぞれの実情、経営状況に応じて、各ブ

ロックでロードマップを作成して推進していく

と。

今回、国会で厚生労働省方式、水道の中でか

なり議論されたところですが、さきほど申しま

したように、大分県ではもう既にこの平成の大

合併で全国４番目に少ない市町村数ということ

で事業統合、経営統合が相当に他の県に比べて

進んでおります。そこは市町村の意見をしっか

り聞いて、県としては広域連携、水道事業の効

率化の調整役、あくまで主役は市町村、住民で

すので、調整役、事務局として進めていきたい

と考えています。

４ページの３の現状分析と課題抽出戸高委員

のところを表にして、簡潔にしていただいてい

るんですが、これは詳細を公表できる時期が分

からないんですが、もし具体的な状況が分かれ

ば。施設整備もきちっと維持管理をしているけ

れども、財政的に今後厳しくなるとか、いろい

ろ市町村によって違いますし、集落がなくなっ

て、そこにまた管が通って、その撤去や維持管

理をどうするのかという課題があると思いまし

て。市町村で全然違うと思いますので、少しそ

の詳細を教えていただければということで要望

としてお願いしたいと思います。

委員外議員の方は、質疑などはあ衛藤委員長

りませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑等もないので、④及衛藤委員長

び⑤の報告を続けてお願いします。

去る１１月８日に公表渡辺防災対策企画課長

した地震津波被害想定調査の中間報告の主な点

について御説明します。資料８ページをお開き

ください。

国の中央構造線断層帯の長期評価が見直され、

豊予海峡－由布院区間が追加されるとともに、

別府－万年山断層帯が、中央構造線断層帯、日

出生断層帯、万年山－崩平山断層帯の三つの断
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層帯に整理されたことから、県への影響につい

て調査を行ったところです。

中間報告では、新たに整理された三つの断層

帯の地震動を調査し、下の市町村別最大震度表

にあるとおり、中央構造線断層帯では前回調査

から最大震度がおおむね軽減し、一方で、内陸

部の日出生断層帯、万年山－崩平山断層帯では

増大しております。

なお、震度７の市町村でも市内全てが震度７

というわけではありません。例えば、市町村別

最大震度表の左から２列目中央構造線断層帯の

今回調査の上から４行目、大分市の今回調査の

７の横に括弧書きをしている一番左側の１７％

が震度６弱、真ん中の２６％が震度６強、右側

の数字の５％が震度７となることを示していま

す。

次の９ページをお開きください。

今回の被害想定調査では、新たに整理された

三つの断層帯の地震だけでなく、他の地震につ

いても、人口動態や建物の耐震化などの社会的

要因に基づき、地震・津波による人的被害につ

いて調査を行ったところです。

中間報告での県全体の死者数（暫定版）を見

ると、津波浸水人口の減少や高層階で生活して

いる人口の増加など人口分布のきめ細かな反映

や、これまでの建物の耐震化等の地震・津波対

策もあいまって、早期避難率が低い場合、高い

場合のいずれにおいても、前回調査から減少傾

向にあるとの結果となっています。

大分県地震・津波防災アクションプランにつ

いて御説明します。資料の１０ページをお開き

ください。

まず、上段の概要のとおり、大分県地震・津

波対策アクションプランが本年度で計画期間満

了となることから、さきほど御説明した被害想

定調査の中間報告等を踏まえ、次期プランとし

て新たに策定するものです。

計画期間は、平成３１年度から平成３５年度

までとしています。

次に、下段の策定のポイントについて御説明

します。

一つ目は、計画の位置付けです。県地域防災

計画における位置付けに変更ありませんが、平

成２７年に策定された大分県地域強靱化計画の

部門計画としても新たに位置付けることとして

います。

二つ目は、減災目標です。現行プランと同様、

被害想定調査対象の各地震は３５年度までに想

定死者数の半減を、喫緊の課題である南海トラ

フ地震は、死者数約２万人を約６００人に抑制

することを目標にしています。さらに、有識者

会議の意見を踏まえ、死者数を限りなくゼロに

することを新たに明記します。

三つ目は、施策体系です。大きな体系につい

ては、現行プランと同様、三つの柱、２７の施

策とし、対策項目については、地震津波被害想

定調査等を踏まえ、整理を行います。具体的に

は、次の１１ページをお開きください。

具体的な対策項目については、三つの視点か

ら今回見直しを行っています。

一つ目は、地震津波被害想定調査に基づく対

策の追加です。右側の表のとおり、内陸部を含

めた孤立集落対策や要支援者対策を強化します。

二つ目は、平成２８年の熊本地震等災害の検

証結果に基づく対策項目の追加です。

三つ目は、現行のプランの進捗に応じた対策

項目の整理です。

最後に、今後のスケジュールです。１２月中

旬からパブリックコメントを実施し、２月下旬

の防災対策推進委員会で決定し、３月に公表す

ることとしています。

以上で説明は終わりました。これ衛藤委員長

より質疑に入ります。質疑、御意見があればお

願いします。

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は、質疑などはあ衛藤委員長

りませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑等もないので、⑥の報衛藤委員長

告を続けてお願いします。

新大分県消防広域化推進計大城消防保安室長

画（仮称）の策定について、御説明します。資

料の１２ページを御覧ください。

資料の１策定趣旨等ですが、人口減少社会の
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到来、高齢化の進展等を踏まえ、小規模消防本

部の体制強化等、消防力の維持・強化に有効な

自主的な市町村の消防の広域化を推進するため、

本年４月に、国の市町村の消防の広域化に関す

る基本指針が改正されました。これに伴い、本

県が平成２０年３月に策定した大分県消防広域

化推進計画に替わる新計画を策定するものです。

２現状と課題には、４項目をあげていますが、

特に本県では、③の南海トラフ地震など大規模

・広域災害への対応が求められています。また、

④の※印のとおり、県内各消防局・本部の１１

９番指令業務に必要な機器の整備費は高額で、

その更新時期も間近なことから、その共同運用

の検討は、喫緊の最重要課題となっています。

３期待される効果としては、初動・増援体制

の充実など、住民サービスの向上、現場要員の

増強や消防設備・施設等の高度化など、人員や

設備等の充実があげられます。

４策定にあたっての検討事項では、次の２点

がポイントです。①平成３６年４月１日に延長

される推進期限までに広域化を進めるか。その

検討にあたっては、地域の事情を十分に考慮し

ます。②広域化に時間を要する場合に連携・協

力についてどう取り組むか。期限内に消防指令

業務の共同運用等の実施を目指す場合には、連

携・協力対象市町村を定めます。

５検討体制ですが、県生活環境部長を会長と

し、市町村、常備消防や消防団、住民の代表に

学識経験者等も加わった大分県消防広域化推進

計画策定協議会を９月下旬に設置しました。１

０月中旬には、その下部組織として、県内各消

防局長・消防長を委員とする広域化検討部会も

設置し、現在検討をいただいているところです。

６スケジュールですが、現在は新計画の素案

を作成中です。素案ができましたら、改めて委

員の皆さまに御説明の上、来年２月にはパブリ

ックコメントを実施し、３月中には計画案を固

め、新計画の策定にこぎ着けたいと考えており

ます。

以上で説明は終わりました。これ衛藤委員長

より質疑に入ります。質疑、御意見があればお

願いします。

〔「なし」と言う者あり〕

委員外議員の方は、質疑などはあ衛藤委員長

りませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別に御質疑等もないので、⑦の報衛藤委員長

告をお願いします。

それでは、生活環境部の平山本生活環境部長

成３１年度当初予算要求状況について、お手元

にあります平成３１年度当初予算（一般会計）

要求の概要で説明申し上げます。１ページをお

開きください。

生活環境部の３１年度当初要求額は、上の表、

左から２番目の欄のとおり、事業費１００億６，

６０１万５千円です。

３０年度当初予算額９７億６，２３８万６千

円と比較しますと、３億３６２万９千円、３．

１％の増となっています。

主な要因は、大分県災害被災者住宅再建支援

事業について、全国知事会決議により、被災者

生活再建支援基金に追加拠出する額４億６，１

５０万４千円によるものです。

なお、今回、骨格予算のため、新規事業につ

いては、選挙後に編成する肉付予算で要求する

こととしていますが、防災・減災対策など、年

度当初から切れ目のない対応が必要な予算につ

いては骨格予算として要求しています。

次の事業体系についてですが、県の長期総合

計画安心・活力・発展プラン２０１５の基本目

標の１安心分野の（４）恵まれた環境の未来へ

の継承～おおいたうつくし作戦の推進～から３

発展分野の（１）生涯にわたる力と意欲を高め

る教育県大分の創造までの各施策に沿って要求

を行っています。

それでは要求の主な事業概要について、御説

明いたします。３ページをお開きください。

まず、３番の温泉資源適正利用推進事業につ

いてですが、本事業は、別府市内における温泉

資源保護に向け、新たな採掘等を制限する保護

地域の見直しを検討するための資源量調査を実

施するものです。

次に、５番の気候変動対策推進事業について

です。本事業は、第４期大分県地球温暖化対策
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実行計画におけるＣＯ２の削減目標達成に向け、

家庭・業務・運輸部門における排出抑制対策等

を推進するとともに、ラグビーワールドカップ

大分大会開催を契機に、大会で発生するＣＯ２

排出量を実質ゼロ化する県民運動を展開するも

のです。

次に、８番のおおいたＨＡＣＣＰトータル支

援事業についてです。本事業は、本年６月の食

品衛生法改正により制度化されたＨＡＣＣＰを

２０２１年度までに導入するため、全ての食品

取扱事業者に対して、指導や助言を行うもので

す。

次に、１０番のＮＰＯ活動基盤強化支援事業

についてですが、本事業は、ＮＰＯの育成と協

働を推進するため、（公財）おおいた共創基金

にボランティア・ＮＰＯセンターの運営を委託

するほか、協働コーディネーターを配置し、企

業等とのマッチングを強化するものです。

次に、１１番の地震・津波等防災・減災対策

推進事業についてですが、本事業は、今後発生

が懸念される巨大地震や豪雨等の自然災害に備

え、防災・減災活動の一層の強化を図るため、

自主防災組織が行う避難訓練に要する経費や孤

立可能性集落の通信機器等の整備を支援する市

町村に対し助成するものです。

次に４ページをお開きください。

１２番の県内消防本部連携強化支援事業につ

いてですが、本事業は、人口減少・高齢化が進

行する中、消防力の維持・強化を図るため、各

消防本部の連携・協力による消防指令業務の共

同運用に向けた調査を実施するものです。

最後に５ページをお開きください。

３１年度当初予算要求における廃止事業です。

いずれの事業も当初の目的が達成されたことや

統合、組替え等により廃止するものです。

以上で説明は終わりました。これ衛藤委員長

より質疑に入ります。質疑、御意見があればお

願いします。

さきほど説明もあったんですけれど玉田委員

も、４ページの県内消防本部連携強化事業です

が、来年度また、市営業務の共同に向けた調査

を実施するということですが、総務省の事業で

広域化の消防の全国の取組状況を見ますと、大

分県の広域化というのは、ほかの地域と違って

広いんですよね。ほかの事業採択を受けている

ところは、隣の市同士での広域化とか、そうい

う運用になっていますけれども、やはり大分県

全体ということで、来年度の調査にあたっては、

広域化は広いということを重々慎重に調査して

いただきたいと思っています。要望です。

さきほど広域化推進計画を山本生活環境部長

説明させていただきましたが、その中でも、原

則、全県一区にするのか、また、その他の方法

があるのかということも含めて各市や消防本部

等の意見も聞きながら、慎重に進めてまいりた

いと思っています。

また、委員からいただいた御意見はこれから

生かしていきたいと思います。

それでは最後に２点お伺いしたい衛藤委員長

んですけれども、３番の温泉資源適正利用推進

事業は、突然２倍以上にはね上がっているんで

すけど、今年度何でこんなふうに増えるのかが

よく分からないのと、５番の気候変動対策推進

事業も県民運動ということでいきなり４，７０

０万円で、この中身がよく分からないんですけ

れども、ラグビーワールドカップと書いてある

んですけど、単年度ということなんでしょうか。

私から温泉資源適正化橋本自然保護推進室長

利用推進事業の内容について説明いたします。

確かに予算額が３倍ほどの金額になっておりま

す。今年度、別府市の温泉資源の保護地域の見

直しを行なったことで、エリアがかなり拡大し

ました。

さきほど説明したとおり、今後、おんせん県

おおいたの基盤となっております別府市の温泉

資源を持続可能な温泉資源としてしっかり保護

しながら適正利用を進めていくということで、

その広がったエリアの中でもいろんな現況調査

を進めていく。そして、データを蓄積する中で、

専門家の御意見もいただきながら、今後、さら

なる保護対策を検討していくために金額が増え

ています。

私から気候変動対御沓うつくし作戦推進課長

策推進事業についてお答えいたします。
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まず、ゼロから４，７００万円余りに増えて

いるということですが、５ページの廃止事業の

ところを見ていただきますと、２番、３番に地

球温暖化対策推進事業、節電・省エネ対策推進

事業がありましたが、これを新たに組み替えて

気候変動対策推進事業に持っていこうというの

が１点です。

加えて、来年のラグビーワールドカップ、具

体的には大分で５試合ありますけれども、その

会場で使う電気とか、選手や観客の移動に伴っ

て発生するＣＯ２、これを県民運動で相殺して

実質ゼロに持っていこうという運動を呼びかけ

たいと思っています。

それから、単年度かという御指摘につきまし

ては、来年のラグビーワールドカップをきっか

けに温暖化対策の県民の取組を定着させていき

たいと考えていますので、複数年の事業に持っ

ていきたいと思っています。

委員外議員の方は、質疑などはあ衛藤委員長

りませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかに御質疑等もないので、これ衛藤委員長

で諸般の報告を終わります。

この際、何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

ほかにないようですので、これを衛藤委員長

もちまして、生活環境部関係の審査を終わりま

す。執行部はお疲れさまでした。

〔生活環境部、委員外議員退室〕

それでは、内部協議を行います。衛藤委員長

まず、閉会中の所管事務調査の件について、

お諮りいたします。

お手元に配付のとおり、各事項について、閉

会中の継続調査をいたしたいと思いますが、御

異議ありませんか。

〔「異議なし」と言う者あり〕

御異議がありませんので、所定の衛藤委員長

手続を取ることにいたします。

以上で本日の審査は終了しましたが、最後に

何かありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

別にないようですので、これで委衛藤委員長

員会を終わります。お疲れさまでした。


